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白井市まちづくり条例（抜粋） 
 

（まちづくりの基本理念） 
第３条 まちづくりは、安全で快適な居住環境の確保と市民等（市民及び土地所有
者等をいう。以下同じ。）の福祉の増進を目指し、市、市民等及び事業者が相互
の理解と協力の下に、協働して行うものとする。 

 
（市の責務） 
第４条 市は、まちづくりに関する調査及び研究を行うとともに、基本的かつ総合
的な施策等を策定し、これを実施しなければならない。 
２ 市は、前項の施策等の実施に当たっては、市民等の意見を反映するよう努めな
ければならない。 
３ 市は、市民等が実施するまちづくりに関する活動に対し、必要な支援を行わな
ければならない。 

 
（市民等の責務） 
第５条 市民等は、自らが主体となってまちづくりを推進するとともに、この条例
の目的を達成するために市が実施する施策等に協力するよう努めなければならな
い。 

 
（事業者の責務） 
第６条 事業者は、その事業活動によって良好な居住環境を損なわないよう、自ら
の責任と負担において必要な措置を講ずるとともに、この条例の目的を達成する
ために市が実施する施策等に協力しなければならない。 

 
（適用範囲） 
第２５条 この章の規定は、次に掲げる開発事業について適用する。ただし、自己
の居住の用に供する目的で行う開発事業及び国、地方公共団体等が公共目的で行
う開発事業については、適用しない。 
(1) 開発行為で、事業施行面積が５００平方メートル以上のもの 
(2) 建築物又は特殊建築物の建築で、次のいずれかに該当するもの 
ア 住戸の数が１０以上の共同住宅、長屋、寄宿舎及び下宿 
イ 高さ（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「政令」とい
う。）第２条第１項第６号に規定する建築物の高さをいう。）が１０メートル
を超えるもの 
ウ 延べ床面積（政令第２条第１項第４号に規定する床面積の合計をいう。）
が３００平方メートル以上のもの（農業、林業又は漁業の用に供するものを除
く。） 

(3) 現状の土地利用を変更する行為であって、規則で定めるもの 
(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めるもの 
２ 同一の事業者が、開発事業の完了後１年以内に開発事業の区域に隣接して、更
に開発事業を行おうとするときは、これを一の開発事業とみなし、前項の規定を
適用する。 
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（開発事業指導基準） 
第２６条 市長は、事業者が開発事業を行うに当たっては、良好な居住環境の確保
並びに公共施設及び公益施設の整備を図るため、開発事業の指導に関する基準を
開発事業指導基準として定めるものとする。 

 
（環境配慮指針） 
第２７条 市長は、事業者が開発事業を行うに当たっては、生活環境及び自然環境
の保全及び活用を図るため、配慮すべき事項その他必要な事項を環境配慮指針と
して定めるものとする。 

 
（開発事業の届出） 
第２８条 事業者は、開発事業を行おうとするときは、規則で定めるところによ
り、市長に届け出なければならない。 
２ 前項の規定による届出は、法令に基づく許可等の申請を行う前に行うものとす
る。ただし、法令に別の定めがある場合は、この限りでない。 

 
（標識板の設置） 
第２９条 事業者は、前条第１項の規定による届出をした日から起算して７日以内
に、規則で定めるところにより、標識板を設置しなければならない。 
２ 事業者は、前項の規定により標識板を設置したときは、規則で定めるところに
より、市長に届け出なければならない。 
３ 事業者は、開発事業に着手するときまで、標識板を設置しておかなければなら
ない。 

 
（近隣住民等への説明等） 
第３０条 事業者は、前条第１項の標識板を設置した日から起算して７日を経過し
た日以後、近隣住民等に対し規則で定める事項を説明しなければならない。 
２ 事業者は、開発事業の計画について近隣住民等と誠実な協議を行い、合意する
よう努めなければならない。 
３ 事業者は、第１項の規定による説明を行ったときは、規則で定めるところによ
り、市長に報告しなければならない。 

 
（環境配慮書の提出） 
第３１条 事業者は、開発事業を行うに当たり、第２７条の環境配慮指針に基づ
き、規則で定めるところにより、環境配慮書を市長に提出しなければならない。
ただし、環境影響評価に関する法令に別の定めがある場合は、この限りでない。 

 
（開発事業事前協議書の提出） 
第３２条 事業者は、第３０条第１項の規定による説明を行った後、規則で定める
ところにより、次に掲げる事項を記載した開発事業事前協議書を市長に提出しな
ければならない。 
(1) 事業者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び
代表者の氏名） 

(2) 開発事業の位置、区域及び面積 
(3) 開発事業区域内において予定される建築物等の概要 
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(4) 開発事業の計画 
(5) その他規則で定める事項 
 
（開発事業の縦覧） 
第３３条 市長は、前条の開発事業事前協議書を受領したときは、あらかじめ、規
則で定めるところにより、その旨を公告し、開発事業事前協議書のうち規則で定
める図書を、当該公告の日から起算して２週間公衆の縦覧に供しなければならな
い。 

 
（意見書の提出等） 
第３４条 前条の規定による公告があったときは、近隣住民等は、前条の縦覧の期
間満了の日までに、縦覧に供された開発事業について、市長に対し意見書を提出
することができる。 
２ 市長は、前項の意見書が提出されたときは、前条の縦覧の期間満了後速やか
に、当該意見書に対する回答書を当該近隣住民等に送付するものとする。 
３ 市長は、第１項の意見書の内容が事業者に対するものであるときは、当該意見
書に対する回答を事業者に対し求めることができる。 
４ 事業者は、前項の回答をするときは、第１項の意見書の内容を配慮するよう努
めなければならない。 
５ 市長は、第２項の規定により回答書を送付したときは、あらかじめ、規則で定
めるところにより、その旨を公告し、第１項の意見書及び第２項の回答書の写し
を、当該公告の日から起算して２週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

 
（事前協議等） 
第３５条 市長は、開発事業に関する適切な指導又は助言を行うに当たっては、規
則で定めるところにより、市の指導又は助言事項を記載した開発事業指導書を事
業者に交付しなければならない。 
２ 事業者は、前項の開発事業指導書を受領したときは、市長と開発事業に関する
協議を行わなければならない。 
３ 前項の協議は、第７条各号の施策等に基づき行うものとする。 
 
（協議書の締結） 
第３６条 事業者は、前条第２項の協議が調ったときは、合意した事項について、
市長と協議書を締結するものとする。 

 
第７章 白井市まちづくり審議会 

（白井市まちづくり審議会） 
第４５条 この条例に基づくまちづくりに関する事項の適正かつ円滑な運営を図る
ため、白井市まちづくり審議会（以下「審議会」という。）を置く。 
２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議し、答申する。 

(1) 第１１条第１項の地区まちづくり計画の素案 
(2) 第１２条第１項の地区まちづくり計画 
(3) 第４７条の規定による勧告 
(4) その他市長が必要と認めるもの 
３ 審議会は、委員１０人以内をもって組織する。 
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４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 
(1) 学識経験を有する者 ３人以内 
(2) 市民 ３人以内 
(3) 市内団体の代表者 ３人以内 
(4) 市職員 １人 
５ 委員の任期は、３年とし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残
任期間とする。ただし、再任を妨げない。 
６ 審議会は、この条例に基づくまちづくりに関する事項に関し必要があると認め
るときは、市長に意見を述べることができる。 
７ 審議会の会議は、原則として公開するものとする。 
８ 審議会の会議を非公開とする決定の手続は、審議会の長が当該審議会に諮って
行うものとし、出席委員の過半数により決定する。ただし、可否同数の場合は、
審議会の長がこれを決定する。 
９ 審議会は、会議を非公開と決定した場合は、その理由を明らかにしなければな
らない。 
１０ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規
則で定める。 
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